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特集　 国際連合「持続可能な開発のためのアジェンダ 2030（SDGs）」と学術、科学技術1

21世紀の人類と科学技術にとって2015年は

重要な年となった。9月の国連総会で全会一致

で「持続的発展のための2030年アジェンダ」が

決議された。副題は「われわれの世界を変革

する」であり、第70条には世界の科学技術コ

ミュニティーに期待する役割と仕組みが詳細

に記されている。同年国連経済社会理事会は、

“Global Sustainable Development Report（GSDR）

2015）”を発表した1。この中で、SDGsの17ゴー

ル毎に解決への科学技術の寄与が記述されてお

り、その進捗について今後毎年公表される予定

である。GSDR2015の第1章は「科学と政策の

架橋“Science Policy Interface”」という表題で、

SDGsゴールの達成に向けた科学技術と政治・行

政の協働の重要性を多くの例を挙げて分かり易

くのべている。価値観と行動様式の異なる科学

と政治の双方の世界コミュニティーに対する強

い要請となっている。

科学と政治の架橋すなわち「科学的助言」は、

SDGsゴール達成に向けた
科学と政治の架橋の重要性1

科学的助言体制の世界的な展開と
SDGsのための組織化の必要2

近年急速に注目されるようになった新しい概念

で、「科学者、技術者やその集団が、特定の政策

課題に対して、政府や企業、あるいは市民が妥

当な政策形成や意志決定をするために、専門的

知識や経験を提供すること」と定義されている2。

もともと、1970年代から、環境、医薬、食品

安全など規制行政におけるリスク評価とリスク

管理の仕組みが、それぞれの国で政治行政や科

学技術の特徴を反映して実践的に形成されてき

た。21世紀になると、ヨーロッパでのBSE問題

やアメリカ・ブッシュ政権での政治の科学への

介入、イタリア・ラクイア地震での地震研究者

の予知失敗に対する有罪判決などを受けて、科

学と政治の関係を再構築する必要性が世界的に

認識されるようになった。わが国でも、東日本

大震災と福島原発事故の後、科学技術への不

信の増大と科学的助言に対する関心が高まり、

2013年、日本学術会議が「科学者の行動規範」

を改定し助言を行う際の基本原則を示した3。さ

らに2015年に、わが国で初めて外務大臣科学技

術顧問が設置された。

OECDの動向

こうした世界的な動きを加速した契機は、

OECDが2013年に開始した「科学的助言に関す

る検討プロジェクト」であり、筆者はその共同

議長を務めている。22か国が参加し、各国の関

連情報の収集、多くの関係者へのインタビュー、

東京とベルリンでの国際ワークショップなどを

経て、2015年に第1次報告を公表した4。そこ

では、科学技術と社会、政治行政との相互作用

メカニズムと、双方を律する行動規範と信頼の

醸成、両者を繋ぐ仕組み（審議会、科学アカデ

ミー、助言者、シンクタンク等）、助言プロセス

（課題の設定、助言者の選定、助言の作成と独立

性、透明性と質の維持、助言の伝達と活用と評価）

などについて、各国の制度を比較し共通する仕

組みの抽出、提案を行った。今ではこの分野の

国際的な標準テキストになっている。OECDは

現在第2段階として、国境を越える災害（地震、

津波、火山、感染症など）に対する、国際的なデー

タの共有、助言体制などについて検討を進めて

おり、2018年春にとりまとめる予定である。

INGSAとFMSTAN（外務大臣科学技術顧問ネッ

トワーク）の動向

OECDの動きと並行して、国際科学会議（ICSU）

は、実際に科学的助言を担う組織や助言者の国際

的ネットワークの設立を提案し、2014年にINGSA

（International Network for Government Science 

Advice）が設置された5。メンバーは、各国首

脳や外務大臣の科学技術顧問、科学アカデミー

や科学技術関係の審議会の幹部、研究者などか

らなり、現在も途上国を含めて拡大している。

ニュージーランドの首相科学顧問グルックマン

が主導して、ICSUに加えてUNESCO、ウエル

カムトラストなどの支援を得て、隔年で世界大

会を開催し、各地域で科学的助言の普及、助

言者や組織に対する教育訓練などを実施してい

る。最近では、FMSTANの実質的事務局を引

き受けている。世界大会は、2014年オークラン

ド、2016年ブラッセルにつづいて、2018年11月

に東京で開催することで準備を進めている。筆

者はFMSTANやINGSAの会議に参加してきた

が、最近の議論の多くがSDGsに関係している。

2018年INGSA東京大会では、SDGsにくわえて、

先端科学技術と社会、ビッグデータと政策決定

などが大きなテーマになるものと予想している。

2015年にわが国初の外務大臣科学技術顧問と

して岸輝雄東大名誉教授が就任し、以来、G-7サ

ミット、TICAD（アフリカ開発会議）など首脳

レベルの外交機会に、科学技術の課題が大きく

取り上げられるようになっており、不透明感の深

まる国際情勢の下で、科学的助言世界ネットワー

クの牽引役として日本への期待が高まっている。

各セクターの国際的動向とSDGsのための組織

化の必要

この他、世界科学フォーラム（WSF）、アメリ

カ科学振興協会（AAAS）、ヨーロッパ科学フォー

ラム（ESOF）、各国の科学アカデミー、グロー

バル・ヤングアカデミー、各国のファンデイン

ング機関、大学、企業、世界銀行やUNCTAな

ど、様々なセクターで取組みが進められており、

SDGsゴールの達成に向けて、これら多様な活
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動を組織化することが今後の大きな課題である

（図）6。

理工系中心の国際科学会議（ICSU、1931年発

足）と国際社会科学協議会（ISSC、1950年発足）

は、分野を越えてSDGsなど複雑化する地球規

模課題の解決へ貢献するために、2018年に合併

することを決定した。ICSUは歴史的に、科学の

政治からの独立、質と健全性の確保を重視して

きたが、SDGsなど地球規模課題の解決に向け

て、国際政治との協働に大きく舵を切ったこと

は近代科学史上注目すべきである。

INGSA会長グルックマンはサイエンス誌で、

SDGsと21世紀の科学技術の
新しい責務と方法3

科学と政治の間の一筋縄では行かない対話と助

言、信頼の醸成の難しさをのべている7。彼は筆

者に「自分はもともと科学者だが時にアーティ

ストにもなる」と語ったことがある。また、国

連STI for SDGsフォーラムを牽引するコルグ

レーザー（アメリカ国務長官元科学顧問）も、

同じ難しさを“art of science”と表現している8。

アメリカの政治学者ペルキーは、こうした科学

的助言者を、“pure scientist”を越える“honest 

broker of policy options”という新しい概念で整

理し、これは世界的に普及している9。また、ド

イツ・ベルリン科学アカデミーは指針で「科学

的政策助言における知識と、学術的な知識とは

同じものではない。前者は後者を超えるもので

ある。なぜなら助言の知識は、科学的な基準を

満たした上に、さらに政治的に効果のあるもの

でなければならない」としている3。

2013年に改定された日本学術会議の「科学者

の行動規範」は、「科学者は、客観的で科学的な

根拠に基づく公正な助言を行う。助言の質の確

保に努め、同時に科学的知見に係る不確実性及

び見解の多様性について明確に説明する。科学

者は、科学的知見が政策形成の過程において十

分に尊重されるべきものであるが、政策決定の

唯一の判断根拠ではないことを認識すること」

としている。筆者らはこの改定作業に協力した

が、当時ある国の科学顧問から文章を作るだけ

でなく、科学界にこの趣旨を徹底し実践できる

かが大きな挑戦だと指摘された。3.11から7年、

わが国科学技術界が本格的にSDGsに対応する

に当たって、この鋭い指摘を想起する必要があ

ると考える。

コルグレーザーは筆者に「SDGsは21世紀人

類への大きな贈り物であるとともに、科学技術

イノベーション・システムを変革する大きな機

会を与えている」とのべたことがある。国連の

STI for SDGsフォーラムは2018年6月に3回目

を迎え、「議論から実行」の段階に入る。これ

に対して日本の科学技術界がどう行動するか。

STI for SDGsはSDGs for STIでもある。大学改

革、ファンディング制度、評価、課題設定、異

分野連携、ファイナンスを含めた新しい産学連

携など、SDGsへの対応は、科学技術の意味を再

考しSTIエコシステムを改革する絶好のチャン

おわりに
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図　SDGsのための科学と政治の架橋と組織化―国際的俯瞰

スであろう。また、学生や若い研究者、エンジ

ニアにとって夢のある多くの新しい挑戦課題を

示唆している。

2019年は、各国首脳によるSDGs進捗状況レ

ビュー、日本がホストするG-20、TICAD（アフ

リカ開発会議）と、首脳レベルの科学技術に深

く関係する政治課題がつづく。さらに、世界の

科学技術政策の柱である「ブダペスト宣言」10

から20周年であることも想起しておきたい。


